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2019 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３） 

（令和元年 10月 11 日） 

 

【福祉・介護職員等特定処遇改善加算】 

○ 変更等の届出について 

問１ 配置等要件（福祉専門職員配置等加算または、特定事業所加算を算定していることとする要

件。以下同じ。）が満たせなくなり、該当する加算区分に変更が生じた場合、福祉・介護職員等特

定処遇改善計画書（以下、「処遇改善計画書」という。）における賃金改善計画、配置等要件の変

更に係る部分の内容を記載した変更の届出（以下、「変更の届出」という。）を行うこととされてお

り、年度途中で加算区分に変更が生じた場合は、その都度変更の届出が必要とされているが、届

出の内容について、加算見込額や賃金改善見込額の再計算まで必要となるのか。 

（答） 

・ 年度途中においては、賃金改善計画における配置等要件の変更に係る部分（処遇改善計画書の

（１）①、③）のみを記載した届出を行い、福祉・介護職員等特定処遇改善実績報告書（以下、「実

績報告書」という。）において、加算区分の変更を踏まえた加算総額及び賃金改善所要額等の実

績を反映することで差し支えない。（法人単位で申請している場合を含む。） 

 

・ なお、上記以外の変更（令和元年５月 17 日障障発 0517 第 1 号「福祉・介護職員等特定処遇

改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（以下、「通知」

という。）６．都道府県知事等への変更等の届出（１）変更の届出①、②、③）については、その都度、

通知に定める内容について、変更の届出を行うこと。 

 

 

○ 配分対象と配分ルールについて 

問２ 複数事業所について、法人単位で一括申請を行う際、事業所ごとでは福祉・介護職員等特定

処遇改善加算（以下、「特定加算」という。）によって得られた加算額の配分ルール（グループ間

の平均賃金改善額が 2:1:0.5）を満たすが、法人単位で賃金改善額を合計した際に、配分ルー

ルを満たさなくなる場合は、どのように取り扱うのか。 

（答） 

事業所ごとで特定加算によって得られた加算額の配分ルールを満たしている場合、法人単位で

賃金改善額を合計した際に、配分ルールを満たさなくとも差し支えない。 

なお、当該ケースにおいて、処遇改善計画書及び実績報告書を作成する際は、法人単位での

合計金額を記載することになるため、事業所ごとで特定加算によって得られた加算額の配分ルー

ルを満たしている旨を付記すること。 


